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●11月分の源泉所得税、特別徴収住民税の納付
➡ 12月10日（火）まで

●当年6月～11月分の特別徴収住民税の納期の特例分の納付
★10人未満の事業所は届出により前６か月分を６月10日と12月10日
までに納付することができます。

➡ 12月10日（火）まで
●2019年10月決算法人の確定申告と納付（法人税・消費税など）
★届出により申告期限の延長と見込納付制度あり（消費税を除く）。

➡ 決算応当日（月末決算では2020年1月6日（月））まで
●2020年4月決算法人の中間申告（法人税・消費税など）

➡ 決算応当日（月末決算では2020年1月6日（月））まで
●３か月ごとに消費税の中間申告をする法人（前年確定消費税額（国
税）が400万円超の法人）のうち2020年1月・4月・7月決算法人
の中間申告と納付

➡ 決算応当日（月末決算では2020年1月6日（月））まで
●１か月ごとに消費税の中間申告をする法人（前年確定消費税額（国
税）の年税額が4,800万円超の法人）のうち9月・10月決算法人を
除く法人の中間申告と納付

➡ 決算応当日（月末決算では2020年1月6日（月））まで
●固定資産税・都市計画税（第3期分）の納付

➡ 市町村条例指定日まで
●給与所得者の年末調整

➡ 本年最後の給与支払日まで
●給与所得者の配偶者控除等申告書・保険料控除申告書・（特定増改築
等）住宅借入金等特別控除申告書の受理

➡ 本年最後の給与の支払を受ける日の前日まで

●雇用保険被保険者資格取得届の提出（11月雇入分）
➡ 12月10日（火）まで

●外国人雇用状況届出書の提出（雇用保険の被保険者ではない外国人
の11月雇入・離職分）

➡ 2020年1月6日（月）まで
●健康保険・厚生年金保険の保険料納付（11月分）

➡ 2020年1月6日（月）まで

12
税務

　年末調整に関連する直近の制度改正のうち以下２点について、税
務・労務の注意点を説明します。

［税務上の注意点］
　生命保険料控除証明書等を保険会社等から電子データで受け取るこ
とが可能となっていますが、勤務先への電子データによる提出が可能
となるのは令和２年分の年末調整からです。今年の年末調整で電子
データを利用する場合は、給与所得者が国税庁ＨＰにアクセスして、
当該電子データを基にＱＲコード付控除証明書等を印刷し、年末調整
書類として会社に提出します。

［労務上の注意点］
　平成30年5月より、事業主が掛金を上乗せするイデコプラスが開
始されました。イデコプラスを導入している場合は、本人の掛金は
給与天引き（事業主払込）となるため、社会保険料控除と同様の方
法で月々の源泉徴収・年末調整を行います。

Column 年末調整の注意点

（公認会計士・税理士　井村奨 ／ 特定社会保険労務士　井村佐都美）

●申告、納付期限等の日が土曜日、日曜日、国民の祝日・休日に当たるときは、
　その翌日が納付期限等の日となります。

Check!

労務
総務・経理のお仕事カレンダー

月の　　 と税務 労務

11 月分の源泉所得等の納付
特別徴収住民税の納期の特例分
の納付
雇用保険被保険者資格取得届の
提出（11月雇入分）

30 仏滅

外国人雇用状況届出書（10月分）
健康保険・厚生年金保険料の保
険料納付（10月分）
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基本 キ税務基本のキ5分 で読める!

海外出張のついでに観光したら損金不算入？

公認会計士・税理士　溝端浩人 ／ 税理士　松本栄喜

　会社が、その役員又は使用人の海外渡航に際して支給する旅費や支度金等の海外渡航費の税務上の取扱いに
ついては、以下のとおりとなります。

　海外渡航に際して支出する費用は、その海外渡航が会社の業務遂行上必要なものであり、かつ、その費用が
通常必要と認められる金額の範囲内であれば、旅費として損金に算入することができ、それ以外の場合は、役
員又は使用人に対する給与（役員の場合は、定期同額給与等に該当しないため損金不算入）となり、個人には
所得税が課税されます。
＊海外渡航が業務遂行上必要であることや金額が通常必要と認められる範囲内であることを説明できるように、出張報告書や日程表、海外出張旅費規定など
の書類の作成・保存をしておくようにしましょう。

● 海外渡航費の取扱い

　役員が親族や使用人以外の同伴者を連れて旅行した場合、同伴者の旅費を会社が負担すると、その旅費は損
金に算入されない役員給与となります。ただし、次のような場合の通常必要と認められる費用については、旅
費として損金算入できます。

● 同伴者を連れて海外渡航した場合の取扱い

＊1　渡航国の事情等でやむを得ず観光渡航の許可により、業務のための渡航を行う場合は実態に応じて判定します。
＊２　業務遂行上必要と認められる旅行（出張）と認められない旅行（観光旅行等）を併せて行った場合には、原則として海外渡航に要した費用をそ

れぞれの期間の比等で按分して旅費部分と給与となる部分を計算します。
　　　ただし、海外渡航の直接の動機が業務遂行目的であれば、往復の旅費を按分する必要はなく、その旅費の全額を損金として処理することができ

ます。

❶ 身体障害者であるため常時補佐人を必要とする場合
❷ 国際会議への出席等のために配偶者を同伴する必要がある場合
❸ 外国語に堪能な者や高度な専門的知識を有する者を必要とする場合で社内に適任者がいない場合

旅費として損金の額に算入

通常必要と認められている部分の金額か＊2

YES

YES

NO

NO

業務遂行上必要なものか業務遂行上必要なものか
〔旅行目的、旅行先、旅行経路、旅行期間等を総合勘案して実質的に判定します。〕

・観光渡航の許可を得て行う旅行＊1

・旅行会社の主催する団体旅行
・同業者団体等が主催する団体旅行で 
 主に｢観光目的｣とされるもの

例
・取引先との商談、契約の締結等
・工場、店舗等の視察、見学
・展示会、見本市等の見学

例

役員の場合は損金の額に算入されない役員給与
 （個人に所得税課税）

役員又は使用人に対する給与


